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保育定員の拡大 

 

１ 目 的 

待機児童の解消を図るため、私立認可保育所を開設する事業者に対して開設

準備経費や家賃の一部を補助します。また、空いている保育室を活用し、臨時

的に１歳児保育を行う期間限定型保育事業を実施する事業者に対して運営経費

の一部を補助するほか、待機児童を対象とした、保護者宅に訪問して保育を行

う居宅訪問型保育事業を実施します。 

 

２ 内 容 

(１) 私立認可保育所 

施設名 

(仮称) 
さくらさくみらい 佃 ほっぺるランド佃大橋 

運営事業者 株式会社 さくらさくみらい 株式会社 テノ．コーポレーション 

予定地 佃１丁目４番（住居番号未定） 月島１丁目１番（住居番号未定） 

定員 ６３人程度（１～５歳児） ７６人程度（１～５歳児） 

開設時期 令和３年１０月（予定） 令和３年１０月（予定） 

 

施設名 

(仮称) 
グローバルキッズ浜町園 

運営事業者 株式会社 グローバルキッズ 

予定地 
日本橋浜町３丁目４０番（住居番号

未定） 

定員 ４５人程度（１～５歳児） 

開設時期 令和４年４月（予定） 

 

(２) 期間限定型保育事業 

   実施予定園  ６園 

   定 員    １８人程度 

 

(３) 待機児童を対象とした居宅訪問型保育事業 

   ① 対象者  認可保育所の入所が待機となっている０歳児～２歳児クラ    

スの児童 

   ② 利用時間 午前７時３０分から午後６時３０分まで 

（認可保育所等と同様、歳児により延長保育あり） 
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   ③ 利用料金 基本保育料：認可保育所などの保育料と同様 

          延長保育料：１時間につき１，０００円 

   ④ 定 員  ２０人 

 

(４) 保育定員の推移               （各年度４月１日現在） 

年度 令和２年度 
令和３年度 

（見込み） 

令和４年度 

（見込み） 

保育定員 ５，７５０人 ６，２１５人 ６，４０７人 

 

(５) 予算額  ７７４，７２２千円 

 

３ 担当課・電話番号 

  福祉保健部保育課  電話（３５４６）５７３６ 
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保育園児のための公園送迎バスの運行 

 

１ 目 的 

都心に位置し十分な園庭を確保することが難しい区内の私立認可保育所など

の園児が、安全にのびのびと外遊びができるように、近隣の比較的広い公園ま

でバスで送迎し保育環境の充実を図ります。 

 

２ 内 容 

 園庭の無い私立認可保育所および認定こども園の園児を近隣の比較的広い公

園までバスで送迎し、遊び場の確保や他園との交流を推進します。 

(１) 対象  私立認可保育所および認定こども園の４・５歳児 

(２) 場所  豊海運動公園、都立木場公園など 

(３) 実施時期  春および秋 

(４) 予算額  ２，９１５千円 

 

３ 担当課・電話番号 

福祉保健部副参事 電話（６２８１）５０７４ 
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ベビーシッターによる一時預かり利用支援事業 

 

１ 目 的 

一時的な保育が必要な保護者や共同保育（ベビーシッターと家庭内で一緒に

保育を行うこと）を必要とする保護者に対して、今般のコロナ禍により施設型

保育サービスの利用を控える方の孤立化や産後うつなどの育児の困り事に対応

するため、ベビーシッターによる居宅訪問型の一時預かり保育の利用料を助成

します。 

 

２ 内 容 

(１) 対象者 

① 突発的な事情等により、一時的に保育を必要とする者 

② ベビーシッターとの共同保育を必要とする者 

 (２) 対象年齢 

    子どもが満３歳に達する年度の末日まで 

 (３) 利用上限 

    児童 1人あたり月８時間（多胎児の場合は児童１人あたり月１６時間） 

 (４) 利用日および時間 

    月曜日から土曜日の午前７時から午後１０時まで（祝日、年末年始を 

除く） 

 (５) 補助内容 

    東京都が認定しているベビーシッターの利用料金のうち、１時間あたり 

   ２，５００円を上限に補助する。 

 (６) 予算額 

 ４，１２２千円 

 

３ 担当課・電話番号 

福祉保健部子ども家庭支援センター 電話（３５３４）２２５８ 
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子どもの学習・生活支援事業の充実 

 

１ 目 的 

  生活困窮者およびひとり親家庭を対象に実施している学習・生活支援につい

て、これまで対象としていた小・中学生の学習会の定員拡大を図るとともに、

新たに高校生世代への学習支援の場を新設し、小学生から高校生世代まで一貫

した切れ目のない支援体制を構築することで貧困の連鎖を防止します。 

２ 内 容 

小・中学生に対しては、学習習慣の定着、ソーシャルスキルや自己肯定感の

向上を目的とした個別指導による学習会を実施するとともに、高校生世代に対

しては、安心して学習指導、進路相談等が受けられる居場所型学習支援を実施

します。 

(１) 対象者  

区内在住の生活困窮家庭（生活保護受給世帯、就学援助対象世帯）およ

びひとり親家庭（児童扶養手当受給世帯など）の小学校４年生から高校生

世代（高校中退者、高校未進学者含む）の子ども 

(２) 定員 

    小学校４～６年生：３０人→４０人（２会場各２０人）【充実】 

    中学生      ：３０人→４５人（３会場各１５人）【充実】 

    高校生世代    ：１５人【新規】 

(３) 実施内容   

   小・中学生：集合型個別指導形式学習会（週１日、２時間程度） 

    高校生世代：居場所型個別指導形式学習支援、進学・進路相談 

（週２日、３～５時間程度。曜日や学校休業期間などによ

り時間は異なります。） 

上記に加えて、ワークショップ、奨学金や進路検討に資する情報提供、

生活習慣・育成環境改善のための支援などを行います。  

(４) 予算額   ２７，９１０千円 

 

３ 担当課・電話番号 

福祉保健部生活支援課 電話（３５４６）６７５５ 
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防災区民組織等への非常用電源確保の支援 

 

１ 目 的 

災害時における停電対策として、防災区民組織等に対する可搬式蓄電池の供

与および購入費助成により、地域における非常用電源確保への支援を行います。 

 

２ 内 容 

(１) 防災区民組織への支援 

① 希望する防災区民組織に対し、可搬式蓄電池を１台供与します。 

② 予算額  ５，２８０千円 

(２) マンション管理組合への支援 

① 防災対策優良マンションなどに対し、可搬式蓄電池の購入費を助成し

ます。 

対象 助成内容 

防災対策優良マンション※ 補助率 3/4 助成限度額 150,000 円 

その他のマンション 補助率 1/2 助成限度額 100,000 円 

   ※「防災対策優良マンション」とは、マンションの防災力の向上と地域

とのつながりを一層高めるため、防災マニュアルの作成や防災訓練の実

施などの一定の要件を満たし、区が認定したマンションです 

② 予算額  ５，５００千円 

 

３ 担当課・電話番号 

総務部防災課 電話（３５４６）５２８５ 
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住宅耐震補強工事等との併行改修工事費用助成 

 

１ 目 的 

耐震補強工事等の対象となる戸建て住宅については建築後相当の年数が経過

していることから、居住継続のために耐震補強以外の改修が必要となる場合も

あります。 

このため、耐震補強工事等と同時に行う改修工事に対しても助成を行い、耐

震化の推進と同時に住環境の整備および住宅の長寿命化を図り、安全なまちづ

くりを促進します。 

 

２ 内 容 

(１) 対象者  中央区建築物耐震補強等助成制度を利用して、自らが所有し 

居住する住宅の耐震補強工事等を行う方 

(２) 所得制限  区営住宅申込資格の年間所得金額以下 

(３) 対象経費  耐震補強工事等と併せて実施する住宅改修工事 

(４) 助成率  １／２ 

(５) 上限額  ５０万円 

(６) 予算額  ５，０００千円 

 

３ 担当課・電話番号 

都市整備部建築課 電話（３５４６）５４５１ 
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自然エネルギーおよび省エネルギー機器等導入費助成 

 

１ 目 的 

平成２１年度から地球温暖化対策として、自然エネルギーおよび省エネルギ

ー機器等の導入費の助成を実施しています。 

太陽光発電システム等により発電した電気を、無駄なく自家消費できるよう

蓄電システムの導入を促進し、より一層の二酸化炭素削減を図るため、令和３

年度から新たに蓄電システムの導入費を助成します。 

 

２ 内 容 

蓄電システムの導入費助成 

（１）  助成対象  区民、区内中小企業 

（２）  対象建築物  住宅、事業所 

（３）  限度額（上限）  １０万円（中央エコアクト※１認証取得者に対 

               し、助成金額の加算※２を行う） 

※１ 中央エコアクトとは二酸化炭素削減の成果をあげた区民または区

内事業所に区が認証する制度です。 

※２ 中央エコアクト認証取得者の場合、限度額は１２万円となります。 

（４）  助成要件  太陽光発電システムまたは家庭用燃料電池システム 

 （エネファーム）と常時接続すること など 

     

３ 予算額 

  １７，１０４千円（助成事業総予算額） 

 

４ 担当課・電話番号 

環境土木部環境推進課 電話（３５４６）５６２１ 
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地下鉄新線検討調査 

 

１ 目 的 

本区では、勝どき、豊海町、晴海などの臨海部における交通需要の増加に対

応するため、平成２６年度から都心部と臨海部を結ぶ地下鉄新線の検討を進め

ており、平成２８年４月には国の交通政策審議会の答申に「都心部・臨海地域

地下鉄構想」として位置づけられました。 

令和３年度は、本路線の早期実現に向け、令和２年度に行った調査のさらな

る深度化を図るとともに、地域が一体となり、機運を高めるための「都心・臨

海地下鉄新線推進大会」の開催を支援します。 

 

２ 内 容 

(１) 検討調査 

 令和２年度の調査のさらなる深度化を図るため、範囲を広げた輸送需要

を推計し、収支採算性の検討および費用便益分析を行います。 

① 予算額  ５，５００千円 

(２) 都心・臨海地下鉄新線推進大会 

地域の方々と平成３０年度から毎年開催している「都心・臨海地下鉄新

線推進大会」の運営を支援します。 

① 実施時期  令和３年度第３四半期（予定） 

② 予算額  ３，０００千円 

 

３ 担当課・電話番号 

環境土木部環境政策課 

電話（３５４６）５４０１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（都心・臨海地下鉄新線イメージ図） 
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首都高速道路上部空間の活用調査 

 

１ 目 的 

本区は、首都高速道路都心環状線の築地川区間の上部空間を活用することで、

銀座と築地のまちをつなぎ、快適かつ良好な新たな都市空間の創出を目指すた

め、令和元年９月に「築地川アメニティ整備構想」を取りまとめました。 

本構想に示す首都高速道路上部空間の活用の実現に向け、首都高速道路株式

会社をはじめ、関係機関等に対し、覆蓋化に必要な構造形式の諸条件等を提示

するため、検討調査を行います。 

 

２ 内 容 

(１) 検討範囲 

首都高速道路都心環状線（築地川区間） 

(２) 検討内容 

   ① 覆蓋化の構造形式の検討 

   ② 施工ステップの検討 

   ③ 概算事業費の算出 

(３) 予算額 

    ２０，０００千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（築地川アメニティ整備構想イメージ図） 

 

３ 担当課・電話番号 

環境土木部環境政策課 電話（３５４６）５４０１ 
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未就職学卒者等の就労支援事業 

 

１ 目 的 

本区は２３区でトップクラスの事業所を擁しており、その大多数を占める中

小企業の活性化は本区のにぎわいの創出に不可欠です。そこで、これまでは人

材不足が課題である区内中小企業に対して、早期離職率の高い若年者の長期雇

用を目指して就労支援を行ってまいりました。 

令和３年度からは、緊急性の高い新型コロナウイルス感染症の影響による失

業者や内定取消者等を対象として実施することにより、コロナ禍における未就

職者の正規雇用を促進し、人材不足の区内中小企業の活性化とともに地域産業

の維持向上につなげます。 

 

２ 内 容 

(１) 対象 

① 新型コロナウイルス感染症の影響による失業者および内定取消者で

正規雇用を目指す方 

② 就職氷河期世代で正規雇用を目指す方 

(２) 定員  １５名 

(３) 取組内容 

① 求職者向け就職・転職セミナーの開催 

② 求職者向け就職・転職キャリアカウンセリングの実施 

③ 企業向け採用強化セミナーの開催 

④ マッチング支援、面接会の開催 

⑤ 短期インターンシップや職場見学の実施 

(４) 予算額  １４，９５７千円 

 

３ 担当課・電話番号 

区民部商工観光課 電話（３５４６）５３２７ 
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新型コロナウイルス感染症対策に伴う主な経済対策 

 

１ 目 的 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による区内経済への影響が長期化し、

深刻さを増していることから、さらなる感染防止と区内経済の回復に向けた各

種経済対策を実施します。 

 

２ 内 容 

(１) 商工業融資利率の引下げ 

区内中小企業の経営の合理化や設備の近代化の促進を図るため、金融機

関への融資あっ旋、利子補給および信用保証料補助などを行っています。 

令和３年度からは、区内事業者の資金繰りを支援し、経営の安定につな

げるため、中央区商工業融資制度における融資利率を引き下げます。 

① 融資利率の引下げ  ２．０％ → １．８％ 

(２) 販路拡大支援補助金の創設 

コロナ禍における新たな顧客確保など積極的な事業展開を支援するため、

区内商店街などを対象に新たな補助制度を創設します。 

① 対象  商店街または複数の中小企業の共同事業体 

② 対象事業  販路拡大を目的とした事業 

③ 補助内容  補助率４／５  限度額１００万円 

④ 予算額  ２０，０００千円 

(３) 区内共通買物・食事券の発行 

区内中小小売店・飲食店などで使用できるプレミアム付き共通買物・食

事券を発行することにより、消費意欲を喚起し区内経済の活性化につなげ

ます。なお、区内経済への影響が深刻であることから、令和２年度に大幅

に拡大した発行総額と同規模で発行します。 

① 発行総額  １８億円（プレミアム２０％） 

② 発行時期  令和３年６月中旬 

③ 利用期限  令和４年３月末 

④ 販売方法  区民・在勤者を対象に事前申込制とし、申込多数の場合 

は抽選（区民優先） 

⑤ 予算額  ５７９，１６８千円 

(４) 商店街イベント事業補助の拡充 

魅力ある商店街づくりに向けて行われる商店街イベント事業補助につ

いて、補助率および限度額を引き上げることにより商店街振興を図り、地
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域経済の活性化につなげます。 

① 対象  商店街 

② 補助率  ２／３ → ５／６ 

③ 限度額  ６００万円 → ７５０万円 

④ 予算額  １４４，３１６千円 

(５) 感染防止活動補助 

区と協定を締結した飲食業等団体や商店街に対し、感染拡大防止の取組

にかかる経費の一部を補助することにより、感染拡大防止と事業活動の両

立を図り、地域経済の活性化につなげます。 

① 区独自のセーフティマーク協定の飲食業等団体 

ア 対象経費  団体自ら定めたガイドラインに沿った取組に要する 

費用 

イ 補助内容  補助率１０／１０  限度額３０万円 

② 商店街 

ア 対象経費  都の感染拡大防止ガイドライン等に沿った取組に要 

する費用 

イ 補助内容  補助率５／６  限度額５０万円 

③ 予算額  ６，８００千円 

(６) 中央区推奨土産品の販売 

区を代表する土産品として令和２年度に選定された「中央区推奨土産品」

を詰め合わせるなどして、特設購入サイトにて廉価で販売する観光協会の

取組を支援することを通じ、中央区や地域の魅力などを広く発信するとと

もに、今後多くの人が中央区へ訪れる契機とします。 

① 予算額  ９，０００千円 

(７) 教えて！まちのお店おしらせ事業補助金の創設 

各地域の魅力ある事業所や店舗などを広く紹介・周知する取組に要する

経費の一部を新たに補助することにより、区内事業所や店舗の集客等につ

なげ、地域経済の活性化を図ります。 

① 対象  区内連合町会 

② 補助内容  補助率５／６  限度額１００万円 

③ 予算額  ６，０００千円 

 

３ 担当課・電話番号 

(１)から(６)については、区民部商工観光課 電話（３５４６）５３２７ 

(７)については、区民部地域振興課 電話（３５４６）５３３５ 
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本の森ちゅうおう（仮称）の整備 

 

１ 目 的 

京橋図書館を労働スクエア東京跡地に移転し、子どもから大人まで誰もが親

しみを持って利用でき、歴史・文化を未来へ伝える地域の生涯学習拠点として、

「本の森ちゅうおう（仮称）」を整備します。 

また、区や地域に関する情報に加え、中央区の歴史や文化などの情報を多角

的に発信するため、ＩＣＴ機器の整備や郷土資料館の展示制作を行います。 

 

２ 内 容 

(１) 施設概要 

① 整備地  中央区新富一丁目１３番 

② 敷地面積  約４，０００㎡ 

③ 施設内容   

図書館、郷土資料館 

④ スケジュール 

  平成２９・３０年度 基本設計・実施設計 

令和元～４年度   建設工事 

令和４年１２月   開設（予定） 

(２) ＩＣＴ機器の整備 

    施設入口に大型サイネージを配置することに加え、各フロアにもサイネ

ージを設置することで、積極的な情報発信を行うほか、電子新聞システム

などを整備します。 

 (３) 郷土資料館の展示制作 

    区民や来館者が楽しみながら本区に興味や関心を持てるようにするため、

古地図や絵巻など緻密で繊細な収蔵品を高精細デジタル画像で展示する

ほか、本区の成り立ちや歴史をガイダンス映像や年表形式でわかりやすく

発信します。 

 (４) 予算額  １，１０３，６２２千円 

 

３ 担当課・電話番号 

教育委員会事務局図書文化財課 電話（３５４６）５６７０ 
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郷土資料館１階 

本の森ちゅうおう（仮称）外観 
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ＡＩ－ＯＣＲおよびＲＰＡの導入 

 

１ 目 的 

本区の人口は急激に増加しており、それに伴って区の業務量も増大していま

す。そのような状況において、さらなる区民サービスおよび業務効率の向上を

図るため、令和３年度からＡＩ－ＯＣＲおよびＲＰＡを導入し、業務の省力化・

時短化を図ります。 

 

２ 内 容 

(１) ＡＩ－ＯＣＲの導入 

ＡＩ－ＯＣＲとは、紙に書かれた文字をスキャナで読み込みデジタルデ

ータ化するツールであり、ＡＩ技術により読取精度を向上させたものです。

これを導入することで、文字情報をデジタルデータ化する際に要する時間

を削減します。 

 (２) ＲＰＡの導入 

ＲＰＡとは、あらかじめ登録された「人が手動で行う作業プロセス」を

自動実行するシステムです。これを導入することで、これまで職員が手作

業で行っていたデータ入力等の業務を短い時間で正確かつ自動的に処理で

きるようにします。 

 (３) 対象業務  個人住民税課税、児童手当、保育所入所申請 など 

 (４) 予算額  ５，００５千円 

 

３ 担当課・電話番号 

企画部情報システム課 電話（３２９７）０２１１ 
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庁内ネットワークの更新 

 

１ 目 的 

庁内ネットワークシステム（内部事務用ネットワーク）におけるサーバ機器

類の保守期限終了に伴う更新を行うにあたり、現ネットワークの課題への対応

に加え、新型コロナウイルス感染症を契機とした働き方の変化にも対応し得る

ネットワーク環境を整備します。 

 

２ 内 容 

(１) サーバのクラウド化 

必要なサーバ機器等を状況に応じて利用できるクラウドサービスを活

用し、柔軟なネットワーク環境を構築します。 

(２) 通信回線の複線化による冗長化・高速化 

回線の二重化を行い、災害等に対応できる環境を整えるとともに、主回

線と副回線を併せて一つのものとして使用することにより回線を高速化

します。 

(３) テレワークなどへの対応 

庁内庁外からファイルサーバやグループウェア等を使用できるように

するなど、多様な働き方に対応した環境を整備します。 

(４) コミュニケーション基盤の強化 

職員間のやり取りが手軽にでき、非常時にも対応可能なチャットの導入

や外部との大容量データのやり取りを可能とするなど、利便性向上を図り

ます。 

 

３ 実施時期  令和４年１月 

 

４ 予算額  ４３９，８２４千円 

 

５ 担当課・電話番号 

企画部情報システム課 電話（３２９７）０２１１ 
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キャッシュレス決済による納付手段の拡充 

 

１ 目 的 

交通系電子マネーによる窓口での手数料払い、スマートフォン決済アプリに

よる税・保険料の納付方式を導入することで、決済手続きにおける利便性の向

上、現金管理等業務の省力化および新型コロナウイルス感染症対策における接

触機会の低減を図ります。 

 

２ 内 容 

(１) 窓口における決済手段の充実 

① 導入窓口  本庁舎１階区民生活課 

② 対象手数料  住民票の写し、印鑑登録証明書、戸籍証明書、 

マイナンバーカード再交付 など 

③ 決済手段  交通系電子マネー（Ｓｕｉｃａ、ＰＡＳＭＯなど） 

④ 導入時期  令和３年１０月（予定） 

(２) 税および保険料における納付手段の拡大 

   ① 納付方式  スマートフォン決済アプリを使用した納付書のバーコー

ド読取による払い込み 

※保険料は、既に税で取り入れているモバイルレジも併

せて導入する。 

   ② 対応アプリ  ＬＩＮＥ Ｐａｙ、ＰａｙＰａｙ 

   ③ 納付対象  特別区民税・都民税（普通徴収分）、軽自動車税（種別割）、

国民健康保険料、介護保険料、後期高齢者医療保険料 

   ④ 納付上限額  ３０万円 

   ⑤ 導入時期 

     税：令和３年８月（予定）、保険料：令和４年１月（予定） 

（３） 予算額  ７，０３５千円 

 

３ 担当課・電話番号 

（１）企画部情報システム課 電話（３２９７）０２１１ 

（２）税について 総務部税務課 電話（３５４６）５２６４ 

    保険料について 福祉保健部保険年金課 電話（３５４６）５３５８ 


